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Ⅲ．小麦の品質改善研究　「高品質化育種の2000年目標」
実需者からの内麦の高価格、低品質の指摘に加えて、1983年には穂発芽被害が大きな問題となった。ウルグアイ･ラウンド交渉も控え、国は小麦の品質改善研究の構築に本格的に着手、1991年にプロジェクト研究をスタートさせた(表1)。実需者から求められる内麦の品質向上、生産者から期待される内麦の需要維持・拡大を視野にした研究の始まりである。
　　表１　小麦品質改善プロジェクト／農林水産省25)
	期　　間
	プ　ロ　ジ　ェ　ク　ト　名
	略　　称

	Ⅰ期 1991-1995
	　小麦を主体とする水田畑作物の高品質化及び生産性向上技術の開発
	高品質輪作(麦作部会)

	Ⅱ期 1996-1998
	　麦等の新用途・高品質畑作物品種と利用技術の開発
	新用途畑作物

	Ⅲ期 1999-2000
	　麦類の高品質化・早生化のための新品種育成及び品質制御技術に関する緊急研究
	1998年「新たな麦政策大綱」策定
麦緊急開発

	Ⅳ期
2001-
	　食糧自給率向上のための21世紀の土地利用型農業確立を目指した品種育成と安定生産技術の総合開発
	21世紀プロジェクト・Ⅰ系（麦類）


この麦作研究展開の基本戦略を構築された故山下　淳博士（元農林水産省農業研究センタ－部長）は日本の麦を考える55)で次の名言を残された。　
［“悪かろう、高かろう”と言って国内産麦を軽んずる人々、食管会計に頭を悩ます人々、生産物に文句ばかり言われて苛立つ人々、品種育成・普及に苦労する人々、言ってみれば麦作に関係する全ての人が、互いに不満をぶつけ合っている現状は正常な姿ではない。小麦が日本人の食生活になくてはならないものであり、小麦の生産が日本の農業に不可欠なものである以上、将来を見据えてどうするべきか、何をすれば良いか、関係者全員で考える時期ではないかと思われるが、如何であろうか。］
　
また、今では農家の方々にも理解されていることであるが、博士は穂発芽による品質低下について次の警鐘を鳴らした55)。
［低アミロ小麦粉は麺が切れやすくなり、実需者から最も嫌われる。低温・多湿で活性化するでん粉分解酵素・アミラーゼがわずかでも混入すると全体を低アミロ化する。穂発芽粒でも根を切って混ぜれば、検査では分からないと考えても、必ず低アミロ化が起こり、評判を落とす。不良品でも見つけられなければいいだろうという考え方は、日常の品物の売買ではあり得ないように思われるがいかがなものであろうか。］
25)西宗　昭(2001)：プロジェクトＷ／JACryS・農業低温科学情報，8（3），7-10

55)山下  淳(1994)：日本の麦を考える，社団法人全国米麦改良協会
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上記の穂発芽回避について、今では穂発芽性やや難～難の品種10,33,32)も育成されるようになり、人工衛星からの情報を用いた穂発芽回避･適性刈り取りシステム40)も開発されている。
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40)奥野林太郎ら(2008)：小麦適期収穫支援システム，北海道農業のためのリモートセンシング実利用マニュアル，改訂版，46-52，北海道開発局











































































